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食品サプライチェーンの視点から

１．エネルギー消費・ＣＯ２排出はどこに？

２．食品産業の省エネ・ＣＯ２削減の取組

～製造から小売・販売・消費まで～

物流・ロジスティクス

３．各工程をつなぐもの：物流

～物流の現状と課題～

４．物流の視点から

・エネルギー・ＣＯ2・コスト削減への取り組み

５．環境負荷の可視化と消費者との協働

６．動脈物流と静脈物流の一体化

おわりに
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皆さんが使っているものが手に届くまでどれ
だけの環境負荷がかかっているでしょうか？

１．エネルギー消費・ＣＯ２排出はどこに？

材料調達

輸送

保管

消費・使用

配送
販売

⇒生産時は？
⇒使用時は？
⇒そのあとは？

製造

輸送

輸送

輸送輸送

再利用 回収

輸送

分解廃棄
リバースチェーン（静脈物流）
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・サプライチェーン全体を見渡す

・全体設計の考え方

・情報を共有する
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エネルギーとＣＯ２削減に向けて

（株）日本総合研究所
創発戦略センター

参考：「精米業界におけるＣＯ２削減
に向けての手引き」
農林水産省、食品産業ＣＯ２削減促
進対策事業、平成23年3月
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製造業

製品開発：環境配慮型製品を開発・提供

⇒社会におけるGHG排出量削減貢献としてPR

原材料仕入れ・販売・輸送方法・使用時にも目を向けよう！

製造活動：・エネルギ（熱）・水の消費量削減

・効率的生産 etc.

販売活動：・販売方法 ・輸送方法 ・販売(輸送)ロット

・返品条件 ・使用の仕方 ・廃棄方法 etc.

仕入活動：・使用量予測 ・仕入先(山地)

・仕入れロット ・仕入れ時期

・輸送効率方法 ・品質条件 etc.
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小売業・飲食業
環境配慮型製品を販売

⇒ライフスタイルを変え、社会生活における排出量削減

（積極的に削減貢献を主張したい）

小売・飲食業 ＝ サプライチェーンの中で消費者に も近い

⇒消費者に対してライフスタイルの変容を促そう！(廃棄物削減）

販売活動：・仕込みルール ・包装方法 ・賞味期限

・陳列販売方法

（エネルギ：熱・照明 水 資源：包装容器） etc.

配送活動：・輸配送方法 ・輸送ロットと時期

・返品条件と方法 etc.

仕入活動：・販売予測 ・仕入先 ・仕入れロット

・仕入れ時期 ・輸送方法 ・品質条件 ・返品条件

etc.
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食品産業特有の課題

エネルギー ＋

生産・調達活動：温度・水

製造活動 ：加熱・冷却・水

輸配送・保管 ：温度管理・水

販売活動 ：温度・水

廃棄活動 ：水分・臭い

移
動
（温
度
管
理
＋
水
）

食料自給率（カロリーベース）
３９％

移動：輸配送・保管＝温度管理＋水
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農作物の調達・生産

・現地での育成 （肥料・農薬・水？）
・規格揃え？
・予冷？ 保管？
・包装方法？ ・廃棄？
・品質検査？
・輸送形態は？ 運搬？

２．食品産業の省エネ・ＣＯ２削減の取組
～製造から小売・販売・消費まで～
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・食品原料の生産段階から販売までの間で発生するCO2のうち、流通部
分で発生するCO2に着目することもＣＯ２削減になる。

・加工工場を食品原料の生産地に設置することで､収穫・加工・販売まで
の輸送距離短縮を実現する｡

（輸送距離を短縮させることで生産者との連携が強化され、安全・安心に
つながるトレーサビリティを消費者に訴求することにもつながる）

・生産地から精米工場までの輸送距離を削減することによって
輸送段階のCO2排出量を大幅に削減できる。

調達：フードマイレージを意識した調達

地
産
地
消
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食品
製造
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http://www.sakae-pp.co.jp/
2014.09

調達 ：材料・素材
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https://www.mpi.co.jp/corporat
e/pdf/co020_008.pdf
2014.9

調達

包装材料

13



販売・飲食店 小売業における着眼点

①消費者の買い方を変える

レジ袋の削減（日本フランチャイズチェーン協会）

通信販売 例；量り売り 賞味期限と消費期限・・・

②消費者の使い方を変える

米粉使用のクッキー・ケーキの開発、レシピ紹介

例；保存方法 容器工夫・・

③消費者の捨て方を変える

残飯の再利用

食べ残しの持ち帰り（ドギーバッグ） 例；詰め替え用商品・・

④消費者の生活を変える（複合的な変容を促す）

洗米方法や炊飯方法の提案

子供たちへの環境教育（田植え体験） 例；外食・中食・持ち帰り・・

販売方法＋消費者の「ライフスタイルの変容」を促す！
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ユニー㈱環境レポートから

①消費者の買い方を変える

③消費者の捨て方を変える
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「環境にやさしいコンビニエンスストア」

レジ袋の使用総重量

2010年度までに基準年度(2000年度)比35％削減する

自治体等と連携を図り目標達成に向け取組んできた。

2009年度は32％削減目標に対して33.1％と目標達成

2010年度は31.1％削減と目標達成には至らず

実績▲31.1% / 目標▲35%
( 2010年度)

①消費者の買い方を変える

日本フランチャイズチェーン協会の事例
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「環境にやさしいコンビニエンスストア」

（3）電気自動車導入および充電スタンド設置

①電気自動車：

目標：2012年までに200台導入（84台導入済）

②EV・PHV用充電スタンド
目標：2012年までに100基導入（40基導入済）

実績84台/目標200台（2012年まで）

実績40基/目標100基（2012年まで）

電気自動車の充電作業、充電設備風景

④消費者の生活を変える

食品業界でも
できる
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クールビズ・ウォームビズの商品提案

クールビズ・ウォームビズの商品提案

スーパークールビズファッションショーの開催

ECO de OFFICE推進キャンペーンの実施

④消費者の生活を変える
日本百貨店協会の事例

食品業界では
何ができる?
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衣料品や靴のリサイクル回収

婦人・紳士ウールスーツ・コートリサイクルキャンペーン

のべ14万着のスーツを回収

回収したスーツは断熱材、防音材などの自動車内装

材などに再利用

傘のリサイクル回収

約2万本の不要な傘を回収

使える部材を傘の修理パーツとして再利用

③消費者の捨て方を変える

子供たちへの環境出前授業

子供たちに対する環境教育の実施

環境の大切さ、環境保全への参画の啓発活動

④消費者の生活を変える

食品業界で
できることは?
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小売主導の削減取組を拡大

メーカーと協働し、消費者の「ライフスタイルの変容」を促す

国内の小売系業界団体の連携を強化し、協働して削減する

削減貢献事例の定量化手法の開発する

海外の小売系業界団体やイニシアティブとの連携

（The Consumer Goods Forum（CGF）、The Sustainability Consortium など）

積極的に情報共有・意見交換を行い、双方の取組の連携を進める。

削減貢献の定量化手法の開発を協働で進める

海外（特に新興国）における削減取組の積極化

日本の小売主導による、さらなる削減取組を海外においても進める。

今後の方針

食品業界も協力を！
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自動販売機稼動台数 ：427万4200台（平成18年末調査）
（国内年間総発電量（１兆1579億）の0.6％）

清涼飲料自動販売機： 227万0000台（53.1％）
（飲料全体：265万8200台）

モーター消費電力：500W、稼動時間を12時間
蛍光灯30W×3本：24時間稼動と仮定

→１日の消費電力＝8.16kWh（年間2980kWh）

清涼飲料自動販売機全体→年間約68億kWh

（全国の清涼飲料自動販売機が 大消費電力：600W で稼動

→１時間当り、136万kWhを消費

参考：
アメリカ：389万9900台稼動（全体の49.8％）（2005年調査）

注）コールドドリンク（カップ、容器入り）、ミルク自動販売機合計

１人当り台数 ・日本 ： 約0.018台 （56人に1台）
・アメリカ： 約0.013台 （72人に1台）

出典：自動販売機の現状とエネルギー対策 (01‐06‐04‐02)
http://www.rist.or.jp/atomica/data/dat_detail.php%3FTitle_No%3D01‐06‐04‐02

自動販売機のエネル
ギー対策
（1992年～省エネ開発）

・断熱強化
・気密性強化
・エコベンダー

（夏の電力消費ピーク
時に電力消費削減）

・ゾーンクーリング
（商品一部のみ冷却）

・販売予測機能
・自動的消点灯 etc.

缶飲料自販機1
台当たりの年間
消費電力量

2001年：1992年時
点の約半分に

売り方：自動販売機(清涼飲料)

福島第一原子力発電所1号機から6号機：定格電気出力合計469万kW
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平成２４年度：宅配便取扱個数 ３５億２，６００万個
（トラック運送 ３４億８，５９６万個、航空等利用運送 ４，００４万個）

３．各工程をつなぐもの：物流
～物流の現状と課題～

前年度１億２，５０４万個（３．７％）増 （国土交通省）
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2013.10.7
日本経済新聞

宅配便の普及

産直の拡大
地産地消は？

定温物流
リードタイム短縮
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日本経済新聞
2014.3.24

高齢化
買い物弱者の増加
↓
配送の要求増大
販売ネットワークの
変化
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2013.10.5
日本経済新聞

宅配便の普及

リードタイム短縮
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１／２

2013.10.3
日本経済新聞

欠品の不安

↓
返品の拡大
廃棄の増大
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？返品可能
・無料？
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物流の
グローバル化
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日本経済新聞
2014.3.24

宅配技術
通販の

グローバル化

物流企業の
アジア進出

29



日本経済新聞
2013.11.1

グローバル化
日本のコンビニ文化

世界へ

物流技術の
世界展開
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日本経済新聞
2014.3.27-28 物流⼈⼿不⾜！
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物流は重要な社会・生活基盤

企業から消費者へ B to C

消費者間物流 C to C

Logistics ⇒ Supply Chain

物流は企業の重要な活動基盤

企業間物流 B  to B

物流：Physical Distribution

効率・コスト＋環境：サービス

効率・コスト
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図 トンベースの国内輸送の推移

（モーダルシフト等推進官民協議会資料［１］ 等から作成）

日本の物流の現状

図 トンキロベースの国内輸送量
の推移

輸送重量は減っているが、
距離が伸びている！
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１件当たり貨物の量が小さくなってきている！ 小口多頻度化
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表 積載率
積載率と実車率

表 実車率

出典：北條英、下村博史、田中達之輔 「貨物自動車のエネルギー管理に関する研究」 『経営情報学会誌』 Vol.19 No.3, December 2010

区分 大積載量 積載率（％）

営業用

２トン ４２

４トン ５８

１０トン ６２

自家用

２トン １７

４トン ３９

１０トン ４９

区分 大積載量 実車率（％）

営業用

２トン
６３．７

４トン

１０トン ７２．０

自家用

２トン
２２．７

４トン

１０トン ５０．１

「荷主のための省エネガイドブック」
(財）省エネルギーセンター 2006年5月25日p.104 表4-8

「自動車輸送統計調査」(2007年度)

⾃家⽤トラックは
営業効率が悪い

積載率は４０％
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出典：自動車輸送統計調査 国土交通省 より作成

・営業用貨物自動車のロードファクターはこのところ40%台で推移している。

・トラック輸送のプロでさえ、マクロで見ると、輸送能力の半分を使っていないことになる。

*2010年度は40%を切っているが、この年度から調査方法が変更されているので、数字の連続性については担保されていないと考
えるべき。

58.9 
57.2 

54.9 54.1 53.2 
54.8 54.4 53.4 52.7 51.5 50.2 50.1 48.9 48.1 49.3 50.3 

44.2 44.0 

48.4 48.0 

39.4
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20
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40

50

60

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

ロ
ー
ド
フ
ァ
ク
タ
ー
（
％
）

営業用貨物自動車の輸送効率（ロードファクター）の推移
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貨物自動車の積載効率の推移

資料：「自動車輸送統計調査」（国土交通省、1990～2010年度）に基づき算出。
実車率（％）＝実車キロ÷走行キロ、積載効率（％）＝輸送トンキロ÷能力トンキロ

注1：2010年（平成22年）10月から調査方法及び集計方法が変更され、その前後は時系列上の連続性が担保さ
れない（調査対象としては、2010年（平成22年）以降は軽貨物車が除かれた）。

注2：実車率については、2010年（平成22年）以降、営業用貨物自動車計、自家用貨物自動車計としての数値は
発表されなくなった。

49.3 47.1
43.7 44.6

35.3

58.9
54.8

50.2 50.3

37.6

35.3 32.8
27.8 25.4 24.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1990(H2) 1995(H7) 2000(H12) 2005(H17) 2010(H22)

貨物自動車計 営業用貨物自動車 自家用貨物自動車

積
載
効
率
（％
）

・貨物自動車の積載効率は経年的に低下を続けている。
・自営別では営業車＞自家用車の傾向が続く。 積載効率は低下傾向
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図 各輸送手段の輸送分担率 （トンキロ）
（国土交通省ホームページ：交通関連統計等資料及び図3から作成）

ほとんどをトラック輸送に頼っている。
鉄道輸送は極端に少ない

船 舶

トラック

鉄 道
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出典：⽇⽶中における貨物輸送の実情と地球温暖化への影響に関する調査 ⽥中達之輔 2008年6⽉29⽇
p.16 表４より作成

輸送機関分担率の⽇⽶⽐較【トンキロベース】
モーダルのかたより！
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輸送手段によるCO２排出量の違い
モーダルシフトとは・・・

1/7

1/4

輸送機関別CO2排出量
CO2 Emission g/ｔ･km

ｸﾞﾘｰﾝ物流

ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ会議 より

1/７
自営転換

モーダルシフト
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新しい物流施策⼤綱作成に向けた有識者検討委員会1回資料

⻑距離輸送もトラックが！

輸送機関別距離帯別輸送量

短距離輸送が多い
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貨物部門のエネルギ消費の推移
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４．物流の視点から

・エネルギー・ＣＯ2・コスト削減への取り組み

① 自営転換

② モーダルシフト

③ 配送拠点の見直し

④ 積載率向上のための連繋・共同配送

⑤ 積載率向上と機材の有効利用

⑥ 商品設計
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モーダルシフトの推進

遠距離輸送に鉄道利用
鉄道コンテナの利便性向上
鉄道コンテナの開発
船舶の利用

立地戦略

返品物流費の有償化
仕入れ条件改善
返品歩引き制導入

返品・回収の 適化

包装資材の削減
環境負荷低減の総合設計

強度（質）の変更

包装材の使用量削減
軽量素材の使用
容器の軽量化

重量の変更

構造部材のスリム化
輸送用容器を考慮した製品サイズ
製品サイズの統一・減容
保管を考慮した製品サイズ
荷役を考慮した製品サイズ
パレットサイズに合わせた製品開発
積載率の考慮）

容積の変更

ユニットロードシステム
包装の標準化
包装用機器類の標準化

スペック・サイズの標準化

データコンテンツの標準化

標準物流EDIの利用
標準輸送ラベルの使用

輸送量の平準化
ジャストインタイム
貨物車待機時間の短縮

頻度・時間の適正化
車両数を考慮した設計
庫内レイアウトの設計
運転手控室の設置

設計・レイアウト

適配送ルート経由
拠点経由と直送使い分け
リサイクル先見直し
輸送量に応じた適正車種の選択
夜間休日配送

輸配送計画の見直し

整備・点検
運転手控室の設置

施設整備・運用の工夫

エコドライブ
エコドライブの実施
アイドリングストップの実施

大型車の配車設計コントロール
トラックの大型化・トレーラ化
混載の利用
配送品の混載、巡回配送
納品車帰り便の利用
通い箱の折り畳み方式

積載率の向上

納品回数の削減
配送条件の変更
輸送ロットの大口化
納品時刻の調整

輸送条件の見直し

他企業との連携
他企業との積み合わせ輸送
返路利用による往復実車化
共同輸配送の計画・推進
納入・調達品の共同配送
幹線便の共同運行

共同輸配送の実施

輸送・保管・荷役方法の工夫
取引単位の一定化
奨励金による輸送単位拡大の誘導

メリット還元による輸送単位拡大の
誘導

ロットの適正化

低公害車両の導入

低公害車・クリーンエネル
ギー自動車の導入

物
流
の

環
境
負
荷

削
減
活
動
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① 自営転換 輸送機関別の輸送量の推移

45

⾃家⽤貨物⾞が減少し
営業⽤貨物⾞が伸びている！



輸送機関別トンキロあたりコストの推移
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・輸送トンキロあたりのコストは、自家用トラックが最も高く200円台後半、一方、営業用
トラックは自家用トラックに比べて廉価で約50円。最近では40円台に入って来ている

・静脈輸送では自家用トラックが使われることがあったり、また、営業用トラックであっても
積み合わせ輸送が難しいなどの理由で、静脈輸送のコストは一般的な営業用トラックよりも
割高になっていると思われる

出典：輸送コスト；2011年度物流コスト調査報告書 JILS 2012年3月 pp.81-82
輸送量；トラック 自動車輸送統計調査 国土交通省、船舶 内航船舶輸送統計調査 国土交通省、鉄道 鉄道輸送統計調査

国土交通省、航空 航空輸送統計調査 国土交通省 より作成

⾃家⽤トラックは⾮常に⾼い
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自営転換の例

調達物流にも！

2013.6.20
日本経済新聞
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図 輸送分担率の推移
・営業⽤トラックが増⼤ ⾃家⽤トラックが減少
・鉄道は横ばい

進む⾃営転換
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500kmを超えるものはト
ラックから船舶・鉄道に
(トラック：54％→13％に）

トラック運転手
2015年には14万人不足
トラックより割安に！

CO2排出量
年間2400ﾄﾝ(半分に)

② モーダルシフト

2014.5.28
日本経済新聞
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RORO船の活用

写真；高岡市ホームページより

シームレス化
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③ 配送拠点の
見直し 51



物流網再構築

日本郵便
・全国20か所に

メガ拠点
・当日配送の地域拡大

ヤマト運輸
・2000億円かけ再構築
・羽田クロノゲート

2013年10月稼働
・大都市間の当日配送

（16年目途）

佐川急便
・柏に大型物流施設

（2012年）
・2014年大阪にも

52



配送拠点で組立・全国に
13～14か所

・組立後
一括配送

・部材の
共同配送も

・年間10億円
で借り受け
年間30億円
削減
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・自営転換
・輸送能力の見直し（小型化）

・輸送計画の見直し（積合せ）
・帰り荷の確保
・動静脈物流の一体化

・商慣行の見直し（発注頻度・ロット
・リードタイム・到着時刻指定）

など

④ 積載率向上のための

連繋・共同配送

ICTを活用

共同化
標準化
情報共有

自社で行えること ⇒ 企業が連携・共同して行うこと

連繋・共同
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・精米業界は少量多品種を近隣の複数店舗等に届けることが多く、輸送に
大きなエネルギーがかかる。
・完成した商品の輸送においてエネルギーの削減の余地がある。

・積載率や車両の回転率に無駄がないか確認する。
・同一方面に輸送する商品は、異なる商品でもまとめて輸送する。
・他事業所や他社との共同配送を検討する。

・ロジスティックスの 適化のために、輸送手段や運送経路の見直しを行
うことによって輸送コストを削減できる。

小売店

ITによる効率的仕分け

商品A 商品B 商品C

小売店

商品A 商品B 商品C

【配送改善前】 【配送改善後】

輸送回数の適正化
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メーカと輸送事業者の協働に
よる輸送機器の改善

積載率の向上

・JR貨物＋日通＋Canon
による積載率の向上

連繋・共同
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共同配送

輸送経路

配送先
Ａ

配送センター

配送先
Ｂ

配送先
Ｃ

配送先
Ｄ

配送先
E

輸送事業者の共同配送
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広島市 運送企業 ３社

Ｔ倉庫 Ｓ倉庫 Ｗ運送

・各企業がそれぞれ市の中心部に配送拠点を
もっている

・Ｔ倉庫とＷ運送は近接している

・同じ場所に各会社がそれぞれ毎日のように
配送している

・川が多く、橋が交通のネックになっている

・運転手の超過勤務が問題になっている
58



セービング値（節約距離）＝A＋Ｂ－Ｃ

ｾｰﾋﾞﾝｸﾞ法の考え方

配送先
Ａ

配送センター

Aｋｍ
=10km

Ｂｋｍ
=15km

配送先
Ｂ

走行距離＝２A＋２Ｂ
=50km

走行距離＝A＋Ｂ＋Ｃ
=32km

Ｂｋｍ
=15km

Aｋｍ
=10km

Ｃｋｍ
=7km

配送センター

配送先
Ａ

配送先
Ｂ

＝１０＋１５－７＝１８
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ﾊﾌﾞｱﾝﾄﾞﾙｰﾄ法

配送先
Ａ

配送センター

配送先
Ｂ

配送先
Ｃ

配送先
G

配送先F

ハブ：大量の貨物
配送先Ｅ

配送先
H

配送先
Ｄ
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地図→拠点・配送先マップつくり
配送割り当て・経路作成アルゴリズム作成

毎日：配送先・配送量データ入手→システムに
61
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短巡回経路 現状
（５日間の適用例）

５００ １０００ １５００ ２０００ｋｍ

現状 １８１１．６ｋｍ

ﾊﾌﾞｱﾝﾄﾞ
ﾙｰﾄ法

１５６３．４ｋｍ

共同配送 １４５１．６ｋｍ

１４０１．４ｋｍｾﾝﾀｰ連携

ｾｰﾋﾞﾝｸﾞ法 １６６５．９ｋｍ
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現状走行距離 1811.6km

セービング法 1665.9km 

ハブ＆ルート法 1563.4km 

共同配送 1451.6km 

8.04%減

13.70%減

19.87%減

センター連携

共同配送
1401.4km 22.64%減

走行距離・時間の効果

配送総時間 7412時間→6857時間
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共同配送

個別配送と共同配送の走行距離

１００ ２００ ３００ ４００ｋｍ

個別 配送

総走行距離

２６３．３
（２６％減）

３５６
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Ｔ倉庫

Ｓ倉庫

Ｗ運送 現状：計１８便

トラック便数

共同

配送 計１０便に
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効果

・走行距離の短縮→燃料削減→CO2排出量削減

・運行時間の短縮→運転手の労働時間短縮

→コスト削減・労働安全向上

・運行便数の削減→コスト削減

・緊急事態への対応可能に

燃費を ８ｋｍ／リットルとすると

４１０．２km/８＝51.2×2.32＝１１８．７８kg-ＣＯ２

CO２削減量 118.78ｋｇ-CO２
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参考）2014年度経済産業省調査事業
・「消費財流通事業者における物流効率化に向けた

課題と今後の対応策に関する調査研究」
・採択事業者：流通経済研究所

・「荷主連携による共同物流の調査研究」
・採択事業者：日本能率協会総合研究所

・ヤマト運輸 西濃運輸 トナミ運輸
札幌通運 名鉄運輸 中越運送
第一貨物 カーゴコーポレーション

共同運行の検討会
・運賃 ・コスト負担方法
今秋に試験運用開始予定

地方路線の帰り便活用
鉄道・バス会社の輸送網も活用

68



求貨求車システム
・荷主からの「運賃値下げ」の要求
・傭車を提供する運送会社からの「積載率向上」の要求

求貨求車システム荷
主

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 運
送
会
社

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

・荷主、運送業者とも多くの相手を対象にできる

・コスト削減可能

・幹事会社はニーズを仲介、マネジメント

荷主の集荷・出荷動向把握
在庫管理

マッチング

商談成立
商品 貨物量 金額 積日 降日 積地 降地

運
送
会
社

運
送
会
社

運
送
会
社

荷
主荷
主荷

主

⑤ 積載率向上と機材の有効利用
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・全国9カ所、30人の配車担当者⇒東京：5人

・キユーピーグループ外の業務へ拡大

QTIS（キユーソー・トランスポート・インフォメーション・システム）

・（株）キユーソー流通システム、キヤノン販売の共同開発

・1997年にQTISを本格稼働

・会員数：２９７店 （運送会社：荷主企業＝７０：３０）

・マッチング件数：１１，０００件／年 （年間売上：150億円規模）

特徴：価格より荷物や地域特性などの条件に応じて業者を選択

マッチングの 終的な判断は人間

ベテランの配車担当者のノウハウを活かす

参考QTIS Information、KRS Web Service https://qtis.krs.co.jp/QTIS_F/

出典 http://cweb.canon.jp/solution/whats/ito/01-2.html 70



出典：求貨求車システムのご案内
（エコアライアンス株式会社）
http://www.seino.co.jp/seino/ea/system.pdfhttp://www.seino.co.jp/eco-alliance/
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出典
http://www.wkit.jp/doc/pamp
hlet_201204.pdf

http://www.wkit.jp/
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レンタル パレット
共同利用・回収：約11万t CO₂が削減
（杉約807万本の年間のCO₂吸収量に相当）
（参考「地球温暖化防止のための緑の吸収源対策」環境省／林野庁）

CO₂削減理由
・ 寄のJPRパレットデポへ返却可能 ⇒ パレットの輸送距離とトラックの走行距離を抑制
・効率的な積載が可能 ⇒ トラック走行距離と台数を抑制
・補修によりパレット耐用年数が長期化 ⇒ パレットの廃棄、新規買い替え抑制

http://www.jpr.co.jp/company/environment/service.html 2014.9

(ＪＰＲ:日本パレットレンタル株式会社)
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CRU実施後の海上コンテナ輸送通常の海上コンテナ輸送

空コンテナの
輸送を削減

コンテナラウンドユース（CRU: Container Round Use）とは、
輸入に用いた後のコンテナを空のまま港に戻さず、そのまま輸出に使うことで、
空コンテナの無駄な輸送をなくす方法。

近の話題
コンテナラウンドユース

連繋・共同
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コンパクト洗剤の開発・普及
1987年：4分の1以上に小型化

http://www.kao.com/jp/corp_about/history_01.html
2014.9

⑥ 商品設計
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しょうゆ容器の開発競争大豆変身物語
横山勉 2013年11月26日
http://www.foodwatch.jp/secondary_inds/soybe
anclmn/37008 2014.9

酸化防止容器の誕生

「ヤマサ 鮮度の一滴」200ml

開栓後の鮮度保持期間は発売当時より延びて
120日に。小サイズは紙ケースで立てやすく。

柔らかなフィルム製の二重袋構造の容器（PID
／Pouch in dispenser）で、注ぎ口を逆止弁とし
た。
開発：新潟県三条市の悠心（二瀬克規社長）

この容器からしょうゆを注ぎ出すと袋はしぼむ
が、逆止弁のおかげで内部に空気が入りにく
い。
酸化を防ぎ、開栓後も品質は保たれる。

商品設計
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日経新聞

2008年5月8日

消費者と連携して
行うこと

５．環境負荷の可視化
と消費者との協働
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カーボンフットプリント

英国で2007年3月、政府系企業であるカーボントラスト社
が中心となり試行開始。

出典 経済産業省

カーボンフットプリント制度の在り方（指針）

フランス、ドイツ、韓国など多くの国で試行や
制度・ガイドライン作成

81



カーボンフットプリント制度の実用化・普及推進研究会 資料2008 82



http://www.cfp-japan.jp/

日本

消費者と連携
環境負荷の可視化
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【Scope3の定義】
GHGプロトコルは、2004年に発行したコーポレート基準の時点より、企業のGHG排出量の算定範
囲を以下の3つの範囲に分類している。
Scope1：企業の直接排出（例：燃料燃焼由来のGHG排出、プロセスからのGHG排出）
Scope2：エネルギー利用に伴う間接排出（例：購買電力の使用に伴う発電時のGHG排出）
Scope3：その他の間接排出（例：購入物品・サービスの製造・輸送に関わるGHG排出）

新たに発行されたScope3基準では、GHG排出量の算定範囲としてのScope3を「企業のバリュー
チェーン」と再定義し、以下に示す15のカテゴリに分類すると同時に、Scope1、Scope2との関連性を
図式化している

企業の車両

企業の施設購入する電力、蒸気
温熱・冷熱

購入する
物品・サービス

資本財

燃料・エネルギー
関連活動

輸送・流通
事業から

発生する廃棄物

出張

従業員

の通勤

リース資産

輸送・流通

輸送・流通

販売した製品
の加工

販売した製品
の使用

リース資産

投資

フランチャイズ

販売した製品の
廃棄後の処理

図 Scope1、Scope2、Scope3の関係

GHGプロトコル
＊GHGプロトコルは、1998年に世界環境経済人会議
（World Business Council for Sustainable and Development: WBCSD)
と世界資源研究所(World Resource Institute: WRI)によって作成された。
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６．動脈物流と静脈物流の一体化
例 ： 生協連 野田グロサリーセンターとエコセンター

小口多頻度物流の典型 85



◇コープネット事業連合の動静脈一貫物流

参考：グリーン物流パートナーシップ会議HP   
http://www.greenpartnership.jp/pdf/active/kaigi/09/haihu/case7.pdf

動脈物流（復路）
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参考：グリーン物流パートナーシップ会議HP   
http://www.greenpartnership.jp/pdf/active/kaigi/09/haihu/case7.pdf

◇コープネット事業連合の動静脈一貫物流

動脈物流（往路）

静脈物流（往路）

売却

近接
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資源物の削減・回収

88



資源物のリサイクル

89



トラックへの積み込み

出荷

かご車

90



容器・梱包材
の回収

多種のプラスティック 異物混入

配送車による
資源物の回収
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エコセンター
（原料加工工場）

配送センターの近隣に
エコセンター(資源回収・加工センター）立地！

動脈物流と静脈物流の一体化
と積載率向上への取組み
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回収された
プラスチック容器

圧縮・減容された
発砲スチロール製魚箱

加熱減容機

減容
積載率向上
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圧縮された紙類を
フォークリフトで運搬

フォークリフト搭載の重量測定器

トラックへ積み込み

動脈・静脈物流一体化
積載率向上
①配送の帰り便が空車でなくなる
②容器回収用の専用便が削減
③減容により積載効率向上
④廃棄物ではなく資源回収として立地
⑤資源工場として新たな雇用
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固有技術による
対策

５０％

管理技術による
対策

５０％

・仕組みを変える

・システムを変える

・社会を変える

・ライフスタイルを変える

新しい仕事のやり方

新しい市場

新しいもの・作り方・売り方・流し方・使い方

おわりに
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例えば

商慣行の見直し ～３分の１ルール～

← 製造日から賞味期限までの期間 (例：6か月） →

１/３

納入期限

(工場出荷期限）

（卸から向上へ返品→廃棄）

２/３

販売期限

１/２

納入期限

（卸・小売業へ納入）

２分の１ルールへ？

製
造
日

賞
味
期
限米国（１/２） 英国（３/４）

← (例：２か月） →

米国：1/2 英国：3/4
フランス、イタリア、ベルギー：2/3

卸・小売業メーカ 消費者
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持続可能社会実現のために

・サプライチェーンの視点に立って効率化を！
共同化・連携のためには結節点のシームレス化が重要

機材や情報・運用方法のグローバル標準化

・企業＋消費者（社会）＋行政 が 連携しよう！
自社だけでは限界 業界内＋業際的連繋

発荷主＋フォワーダー＋輸送事業者（トラック＋鉄道＋船舶）

＋着荷主＋消費者

・消費者と共に進めていこう
社会的価値観を醸成しよう！

物流のコスト・環境負荷の認識を！
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